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会計システムの選択に関する
　　　　　　理論的考察
辻　　　正　雄
1．はじめに
　会計システムの目的を利用者の経済的意思決定に有用な情報を提供すること
と理解するr意思決定指向会計観」の立場から，代替的な会計の測定および伝
達方法の選択間題を，理論的に考察することが，この論文のテーマである。代
替的方法の選択問題は，会計の誕生以来古いテーマであろうが，これを利用者
への有用性の観点から考察するようになったのは，1950年代に入ってからであ
るとされており，ωさらに杜会的選択の問題として認識するようになったのは，
きわめて最近のことなのである。
　会計清報は，利用老の経済的意思決定に役立つという私的な役割をもつばか
りでなく，資本市場を通じて企業の資本コストに影響を与え，経済の生産と分
配の側面に深く係わっている。また，異質的な嗜好と判断をもつ利用老の存在
する杜会において，ある特定の方法で生産された会計情報が，特定の利用者の
資産を犠牲にして，他の利用者の富を増犬させる結果をもたらすこともあろう。
っまり，会計実務は，国家の経済的厚生に影響を与える杜会的な問題を合んで
いるのである。‘2，したがって，会計システムの杜会的役割を正しく評価するこ
とが，私的な役割を高めていくことと共に，会計政策論の研究にとって基本的
な視点となろう。
複数の代替的方法が存在し，その各々が利用者の経済的意思決定に異なる程
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度の有用性をもたらす情報を提供するならぱ，利用者はどの代替的方法を選好
するであろうか。これは，ある特定の利用者を対象にして究明されるべき，い
わぱ個人レベルでの選択問題である。複数の利用者を対象にするとしても，彼
らが，嗜好，判断，意思決定状況に関して同質的であるならば，それは個人レ
ベルでの選択問題と本質的に変わりがない。
　Lかしながら，複数の利用者が，完全にではないにしろ異質的であるならぱ，
情報の与える有用性も多様なものとたり，選好される代替的方法も相違すると
いう結果となろう。そこで，相違する利用者の選好をどのように統合し，杜会
全体にとって最も望ましい方法をいかに選択するかの間題が生ずる。これは，
いわば杜会レベルでの選択問題であり，多数の利用者を対象にして作成，報告
される財務諸表の制度にとって，回避しえない根本的な問題である。
2．個人レベルにおける選択
　2．1精粗の定理
　いま複数の代替的方法の集合Hから，最も望ましい方法η＊を選択する問
題に直面しているある特定の利用者｛を想定しよう。利用者｛は，任意の2
つの方法η1，η”∈且について，彼の選好関係を定めることが要求されてい糺
彼は，η1を少なくともη”と同じように選好するか，η”を少なくともη1と
同じように選好するか，あるいは両者を無差別と考えるか，のうちのいずれか
である。
　ηは，利用者の不確実な状態∫∈sに関する情報を提供する情報システムで
あると理解すると，ηをSの分割（partitiOn）と定義することができる。こ
の定義に従い，2つの代替的方法η1とη”において，η’により分割されたす
べての要素が，η”により分割された要素に含まれているならば，η’はη”と
少なくとも同じ程度に精細である，あるいはインフォーマティブであると言え
る。なぜならば，η’からのすべてのシグナルは，η”’からのシグナルに（識別
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されずに）含まれており，従って，η1は，η”が知らせてくれるすべての，あ
るいはそれ以上のことを知らせてくれるからである。例えば，η1がセグメン
ト別売上報告書を作成する方法であるならぱ，η”は全杜の売上報告書を作成
する方法に対応する。‘割ここで，γ・（η）を，代替的方法ηを用いて作成された
会計清報の入手により利用老クが得ることのできる期待利得とすると，次の定
理が成立する。｛4］
　定義　2つの代替的方法η’とη”において，η”がη1よりも精細ではない
　　　ならば，
　　　　　　　γ｛（η1）≧篶（η”）。
この定理から，もしもη”がη’よりも績細ではたいならば，そしてその場合
に限り，すべての利用者にとって，η’がη”よりも選好されるという結論が
導かれる。
　しかし，分割の精粗による代替的方法の此較には，決定的な限界があ私精
粗の関係概念は，代替的方法を完全に煩序付けすることができず，従って次の
例が示すように都分的な順序付げしか与えることができないのであ孔いま状
態5が，8。，8、，53と表示される3つの要素から穣成されているとすると，以
下の5つの分割が可能である。
　　　　｛（∫1，∫2，53）｝　　｛（∫1，∫2），∫3｝　　｛（∫1），（∫2），（53）｝
　　　　　　　　　　　　｛（S1，S3），S2｝
　　　　　　　　　　　　｛（∫2，∫3），∫1｝
　｛（∫ユ），（8、），（S、）｝は，その他のすべての分割よりも精細であり，｛（S。，S里，8。）｝
は，最も粗い分割であることは、直ちに明らかである。しかし，中央にある3
つの分割については，互いに精粗に関して比較することができないのである。
例えぱ，∫。と∫里とをはっきりと識別したい利用着は，｛（∫ユ，5望），5呂｝よりも他
の2つの分割を選好するであろうし，その必要のない利用者は・この分割をよ
り有用であると考えるかもしれ在い。従って・どの分割が選好されるかは・利
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用者とは独立に決定することができないのである。Demskiは，この点に着目
し，会計の代替的方法には精粗に関して比較することのできない多くの代替的
方法が存在するために，それらを完全に順序付げることが不可能であることを
主張Lている。㈲
　2．2期待剰得の最大化
　精粗の概念に代わるものとしてまずはじめに提案されるアプローチは，代替
的方法を用いて得られる最犬の期待利得を基準に相互比較する方法であろう。
期待利得は，利用著の直面する決定問題について，彼の嗜好を表わす効用関数
βと，不確実な状態に関する確率判断を示す確率分布πとが与えられると計算
することができる。㈹そこで，次の定義が，このアプローチにおける選択原理
を示している。
　定義　2つの代替的方法η’とη”について，利用者6の効用関数βと確
　　　率分布πが与えられたときに，もしも乃（η’）≧乃（η”）が成立するな
　　　らぱ，利用者〔ことってη”がη’よりも価値があることはない。
　利用老の行動ば，代替的方法η∈∬が生み出す会計情報を利用して・彼の利
得関数を最大にする行動α＊∈五を選択することである。ここにおげる会計情
報の役割は，利用者の事前の確率判断を変更する，あるいはそれに対してなん
らかの影響を与えることと理解されよう。ηが異なれぼ，確率判断に対する影
響も異なるであろうから，その結果得られる期待利得の値も変化することにな
ろう。そこで，合理的な利用者は，代替的方法の中から最大の期待利得を与え
るηを，最適なものとLて選択することになる。かくLて，代替的方法の選
択問題の評価値γ（η＊）は，次式で定義される。
　　　　　　　γ（η＊）＝maxβ（α＊1π，η）
　　　　　　　　　　　η∈且
　ここで
　　　　　　　β（o＊1π，η）＝maxβ（α1π，η）
　　　　　　　　　　　　　o∈λ
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　もちろん，最終的な決定は，情報の入手に要する費用を考慮した純利得を基
準になされるので，より多くの情報をもたらす方法が選択されるとは隈らな
い。
　最犬の期待利得を評価基準とする方法は，利用者の嗜好や目的を明示的に考
慮Lているという意味で，r利用者の経済的意思決定に役立つ会計情報の提供」
をめざす意思決定有用性アプローチのひとつの究極的な姿を表わしている。し
かLながら，この晴報経済学のフレームワークに基づく情報評価に対しても，
いくつかの問題点が指摘され私
　第1に，期待利得最大化の原理から含意されるように，このアブローチは，
伝統的な合理的意思決定の行動モデルを仮定している。また，確率判断の惨正
プロセスは，ベイズの定理に従い，事前確率から債報シグナルを入手した後の
事後確率へのアナリティカルな変換として把握されている。こうした行動仮定
が，現実における会計情報の利用著の行動をどの程度反映しているかは，実証
的研究によって解明されるべき重要な間題である。
　第2に，情報の費用を除外すれば，より精細な晴報システム，あるいはより
多い清報が，より望ましいという結論から推察されるように，利用者の情報処
理に関する生体学的および認識上の能力について考慮がなされていない。人閻
の情報処理能力には限りがあり，ある臨界点を越えてさらに追加データの提供
を受けても，それを認識し，思考することが不可能となる。また，大量の清報
は，利用者の環境に対する知覚を一層複雑化することになろうから，利用者の
決定ブロセスのモデル化自体にも影響を及ぼし，ひいては意思決定の有効性に
も係わりをもつことになろう。ω
　第3に，ある代替的方法が，利用者の直面する複数の意思決定状況におげる
有用性について評価されねばならないケースを考えてみよう。前述の問題定式
化から明らかなように，利用老の期待利得は，決定変数であるα∈五および
η∈∬の他に，所与とされていた利得関数βと確率判断πにも依存してい
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乱そこで，βとπに変化が生じれば，評価基準の最大期待利得も異なる値
を取りうる。その結果，ある意思決定状況にはη∫が望ましいが，他の意思決
定状況にはη”が選好されるような事態も起こる。つまり，このアプローチに
よる評価は，利用者に対してすべての意思決定状況において常に一意的な選択
をもたらすことを保証しえないのである。
　最後に，このアプローチに内存する以上の問題点に加えて，このアプローチ
の実施上の困難さも看過することはできない。選択間題が定式化されるために
は，利用者が，意思決定の結果に対する彼の嗜好を表わす利得関数と，不確実
な状態の生起確率について事前の判断とを，明示的にもっていることを前提と
している。ところが，ある利用老や問題状況によっては，整合性のある利得関
数と確率分布関数を定めることが，きわめて困難な場合があろ㌔もちろん，
実施の前提条件が整わない場合には，他のアプ回一チに拠らざるをえない。
　2．3複数基準による意恩決定
　プラクティカルな解決策は，利用者に直接代替的方法に関する選好関係の判
断を求めることであろう。この場合，利用老は，直面する多様な意思決定状況
を想定し，それに対して有用な会計清報を提供しうる代替的方法を，体系的に
評価することが必要となる。
　あらゆるすべての会計傍報が，特定の目的に有用であることはたい。財務諸
表に報告される会計情報は，特定の用途のために意図されて生み出される清報
であり，それが有用であるためには，いくつかの基準を満足させるものでなげ
れぼならない。例えば，それらの基準として，ここでは次の5つが定められた
としよう。
　（i）目的適合性
（ii）測定可能性
　（iii）信頼性
（iY）比較可能性
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（∀）情報の経済性
代替的方法により作成される会計情報は，これらの基準にすべて適合するも
のでなければならない。しかし，ここで適合するか否かは，程度の問題であり，
イエスかノーかの二者択一の間題ではない。情報の利用目的が異なれば・それ
らの適合する度合も当然ちがってくるはずであ乱重要なことは・それらがど
の程度適合しているかを判断することである。
　会計清報の評価基準は，相亙に独立なものではなく，基準間にはコンフリク
トや補完的な関係が存在する。例えば，目的適合佳を十分に満足している情報
が，Lばしぱ信頼性の低い，単なる主観的なものであったりする。あるいはそ
の逆に，検証された不偏性の高い情報が，過去の事象に関するものであるため
に，新規の意思決定にとってはきわめて適合性の乏しいものであることが多
い。そこで，ある利用者は，情報の目的適合性を高めるために1信頼性をある
程度犠牲にすることを望むかもしれない。基準問にコンフリクトの関係が存在
する以上，トレード・オフによる比較考量は避けえたいのである。かくして，
このアプローチは，情報利用老の選択問題を複数基準による意思決定として把
握するに他ならない。
　複数基準により各代替的方法を評価するためには・その前提として・代替的
方法が各基準についてどれだけの価値をもつかが測定されねばならない。測定
の最も完全な測度は，比率尺度と呼ばれる測定値であり，加減乗除の四則算法
が許されるために，最も意味のある測定値間での比較が可能となる。Lかしな
がら，会計情報の評価基準について，この比率尺度を求めることは・不可能の
ように思われる。前述の基準において，測定側を表示するための原点と単位の
指定に，絶対的な決め方が存在しないからである。そこで，一段下位のレベル
にある間隔尺度あるいは距離尺度による測定が試みられよう。温度計の目盛に
表わされているように，この尺度では，10。から20。までの差と，20。から30。
までの差を加えると，それは10。から30。までの差に等しいといった，差の加
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法性が成立する。従って，この測定値の間では，乗除算を適用することは許さ
れないが，加減算は可能である。複数基準による会計清報の評価にとって，こ
の加減算の可能な測定は，必要不可欠である。
　このアブローチの具体的な一例として，利用者の選好を得点に変換して評価
する方法が考えられる。｛91利用者が，各基準に対していだいている選好関係に
従って，総得点を一下表の設例では100点を一各基準間に，各基準の最大
値を表わすように分配する。代替的方法は，各基準について，ゼロから最大値
までの聞の数値として，利用老によって査定される。
表1代替的方法の得点
l　i）目的適合性
（ii〕測定可能性
1iii〕信頼性
1iV）比較可能性
1v）情報の経済性
最大値
　40
　20
　20
　10
　10
100
代替的方法A
35
15
10
5
8
73
B
30
18
15
7
5
75
　査定の結果，各基準の得点を合計したものが，代替的方法の評価値となり，
より大きな評価値をもつ代替的方法が選好されることになる。設例では，利用
着はAよりもBを選好することカミ，示されている。
3．杜会レベルにおげる選択と一般可能性定理
　前節は，会計清報の利用者が，個人のレベルにおいて行なう代替的方法の選
択に関する理論的なフレームワークについて考察した。この節では，企業会計
原則を構成するものとLて，代替的方法が杜会レベルにおいてどのように選択
されうるのかについて考察する。
社会的決定の困簸さを示す具体例からはじめよう。いま3つの代替的方法
26
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力，ツ，2が存在し，仮に杜会を構成する3人の利用者の選好関係が，下表のよ
うに定められたと仮定する。ここで表中の数字は，選好順位を示している。利
用者は合理的次選択を行なうものと考えられるので，各利用者の選好関係は，
推移律を満たしていなげればならない。もしも推移律が成立しなければ，最適
な選択が決定されないことになる。
表2選好関係の一例
　代替的方法
利用者
κ
A　　　　　　　1
B　　　　　　　3
C　　　　　　2
ヅ　　　　　2
3
2
1
　しかしながら二合理的な個人の選好を，多数決のルールにより統合した杜会
の選好は，必ずしも推移律を満たすとは隈らないことが示される。前表におい
て，はじめにκとツとを比較すると，AとCとがツよりκを選好するの
で，多数決のルールに従い杜会はツよりκを選好する。次に同様にして，ツ
と2との比較から，杜会は2よりツを選好する。従って，もしも杜会の選好
が推移律を満たすならば，杜会は2よりκを選好することになる。ところが，
κと2とを比較すると，BとCの両者が，κよりも2を選好しているので，
多数決のルールによって杜会ば，κではなく2を選択することになる。これ
は，前の結論と矛盾している。
　多数決のルールが杜会的決定のための手段として，前例のように有効に機能
しない場合のあることは，いわゆる「投票のパラドックス」とLて古くから知
られてきれ3個人・3代替案の決定で，個人の選好について考えられる組合
せは，20通りあるが，このr投票のバラドックス」が生じるのは，前例を含め
てわずか2通りである。ωその場合，3つの代替案は，いずれもバレート最適
の状態にあるため，ある代替案から他の代替案へ移行するときには，必ず誰か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27
　28
が不利になってしまうのである。
　この社会的決定の問題をさらに一般化して発展させ，AnOwは，有名な杜
会的厚生関数の不可能性に関する定理を導いた。側杜会的厚生関数とは，杜会
のいろいろな状態について各個人がそれぞれ選好順序をもっているとき，それ
らから杜会のいろいろな状態についての杜会の選好1頂序を導出するルールない
し過程を意味している。ArrOwはこのような杜会的厚生関数が，民主的かつ
合理的なものとして満たさなければならない4つの条件を定めて，そのような
関数が存在するか否かを究明Lた。
　（i）合理性と広範性の条件
　　　杜会の状態に関するあらゆる論理的に可能削頂序は，すべて容認でき
　　る。集団での決定ルールの定義域は，完備律および推移葎を満たす順序付
　　けのすべての組合せを含む。
　（ii）パレート原理
　　　すべての個人｛についてガが厳密な意味でツよりも選好されるならば
　　（泌ツ），杜会的にも”が厳密な意味でツよりも選好される（κ1〕ツ）。
　（jii）独立性と序数性の条件
　　　凧，……，見と沢エ’，……，見∫とを個人的順序の2つの組，C（s）と
　　α（5）とをそれらに対応する杜会的選択関数とする。もしもすべての個人
　　主と所与の環境8に属するすべてのκと川こ対して，班〃のときまた
　　そのときに限りガ1～げとなるならば，0（3）とα（5）は同一である。胸
　（iV）非独裁の条件
　　　社会的厚生関数は独裁的であってはならない。すなわち，個人6以外の
　　選好順序にかかわりなく，κRツは必ずκPツを意味するということはな
　　いo
ArrOwの導いた帰結は，上述の4条件を満たす杜会的厚生関数は存在しえ
ないことを示す「一般的可能性定理」とLて表わされる。
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　一般可能性定理：条件（i）～（iV）は整合的でない。
　企業会計原則の制定におげるように，会計の代替的方法を社会的に決定する
間題に対して，Demskiらは，Arrowの定理に依拠して，その杜会的決定の
可能性を否定する。胸
　　　r不幸にも，この（財務報告の代替的方法を比較する間題）点に関して・われわ
　　れは悲観的にならざるをえない。もLもわれわれが，個人（利用者）の嗜好が代替
　　的方法を比較するさいに重視されるべきであるとの倫理的判断を下し，また最適性
　　なるわれわれの概念が，いくつかのほとんど無害の条件を示すことを要求するなら
　　ぱ，Arrowの有名な不可能性定理は，そのような評価概念の存在しないことを保
　　証している。・・・…，集団的決定のすべての方法はArrowの条件を破ってしまう。
　　社会的最適性の概念を個人の嗜好からAmwの条件を満たすように導出すること
　　はできない。異なる財務報告システムは，著しく異なる資源配合をもたらしうると
　　する見解を所与とすると，この不可能性の結果は，財務会計の代替的方法の選択に
　　も同様に当てはまる。」幽
4．会計政策と杜会的決定論
　4．1一般性と会計の特殊性
　Arrowの証明が論理的に正しい以上，会計における代替的方法の杜会的な
選択問題を，Arrowのフレームワークのなかで探求するならば，すべての場
合について一般的な解決策を得ることは不可能である。しかし，このことから，
ただちに杜会的選択の整合性と民主主義の原理に従って，会計における望まし
い方法を杜会的に決定することが断念されねばならないのであろうか。ArrOw
の定理を盲目的に受け入れるよりも，その本質と隈界を見きわめて，会計にお
ける杜会的決定の可能性を探求するべきであろう。
　第1に，選択の対象が2つLか存在しない決定の状況においては，捷移律が
不必要となるので，多数決のルールによりつねに合理的な杜会的選択に到達し
うるのである。Cushingが指摘Lているように，会計におげる選択問題で論
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議されているものの中には，本質的に2つの代替的方法が選択の対象となって
いる問題がある。リース会計，パーチャス対プーリングなどは，それらの一例
である。また，3つ以上の対象がある問題にっいても，民主的な手続きを通し
て，2つに絞ることの可能なケースもあるのではないだろうか。
　第2に，杜会を構成する利用老の過半数が，代替的方法に対して同一の選
好順序をもっているような場合には，それが杜会の順序として決定される。
ArrOwの条件は，一般性を保持するために，利用者の嗜好と判断とが完全に
異質である場合をも含んでいる。しかし、会計におげる選択については，会計
情報の備えるべき望ましい特性に関してかなりの程度の合意が得られており，
完全な異質性を前提にする必要がないように思われる。会計の代替的方法は，
会計主体の経済的現象を，いくつかの合意された基準に適合するように測定し，
伝達することのために存在するのであり，杜会政策一般におけるように，選択
対象が独立に存在しているわげではない。また，情報利用者の主要な2つのグ
ループである投資家と債権者とは，本質的に同一の情報要求をもっていると主
張する見解がみられることも，注目されねばならない。陶実際に会計情報の利
用老が嗜好および判断においてどの程度に異質的か同質的かの判定は，実証研
究に委ねられねばならないであろう。もしも，Arrow自身が示唆しているよ
うに，情報利用者の嗜好が，rある規定された類似性の領域内に含まれると言
いうるならば」，㈹杜会的に受げ入れる望ましい選択のルールをつくることが可
能なのである。
　第3に，利用老の選好順序が，すべて単峰性（single　peakedness）の性質
をもっ改らば，杜会の選好順序は，一意的に決定することができる。単峰性と
は，Blackωによれば，σ。，……，σ冊を〃個の代替的方法に対する各個人の
選好順序を示す序数的効用指標とすると，すぺての個人の選好順序において
σ1，一・，σ拠のグラフが単蜂を示すことであると定義される。Arrowは，こ
れを形式的に，B（κ，ツ，2）がrツがκと2の間にある」ことを表わすならぱ，
　30
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単峰性とは，B（κ，ツ，z）が，κ助でツPzであるか，2巧でツ”であるか
のいずれかを，個人の選好順序がとることを意味すると定義して，r単峰性選
好の可能性定理」を導いている。ω
　第4に興味深いことは，非単峰型の選好順序であっても，投票のバラドック
スが必ずLも生じるとは隈らないことが発見されている点である。ある選択対
象は，ある特定の順位には決Lて放らないことについて，全員の意見が一致し
ているような状況が，それに該当する。Senは，このバラドックスの起こらな
い場合の個人による選好順序の特敷を，「順位制隈型選好（マalue　restricted
preference）」と名付けて，一般的な証明を与えている。胸会計における選択
対象のなかには，どれか1つでも，r最悪のものではない」r最善のものではな
い」あるいはr中位のものではない」ことが，利用老全員に容認されるという
「順位制隈型選好」の条件を満たすものもあろう。それゆえ，利用者の選好順
序について論理的に可能な組合せを考えるよりも，利用者の嗜好や選好関係に
ついて，なんらかの共通パターソを見い出すことの方が，はるかに重要であろ
う。
　4．2A正正owの条件の緩和
　Arrowの設定した条件は，会計における杜会的選択の問題にとって絶対的
なものなのであろうか。そこで，ArrOwの条件を無批判に承認する前に，会
計上の問題に照らして，その条件の適否について検討されねばたらない。
　第1に，推移律の成立を杜会的選択にまで要求することに対して異論があろ
う。推移律は，個人の意思決定レベルでの合理的な条件として受け入れられて
いるが，それが杜会レベルにおいても成立すぺきことについて，Arrowは明
確な根拠を与えてはいない。
第2に，Arrowの定義する一般的な推移律の条件を少し緩和して，無差別
の関係をも含めてその条件の成立することをあきらめるならぱ，パラドックス
を回避する道が開かれるのである。Senは，この緩和された条件をr準推移
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律」と呼び，もしも選好関係がr”ツでツP2ならば”zとなるという条件
を満足するとき，そしてそのときに限り準推移律が成立する」ωと定義する。
例えぼ，いま2人の利用者1と2が，3つの代替的方法κ，ツ，2をもっている
とき，彼らの選好関係が，〃ユッで炉・2であり，2P里尤で〃・ツであるとすれ
ば，杜会的には，〃ツ，ツ乃，泌となる。これは，一般的な意味での推移律を
満たしてぱいたいが，Senの定義する準推移律には適合している。この例にお
いて，杜会レベルでκはツと2よりも選好されてはいないので，πが最善の
ものとして選択されよう。
　第3に，ArrOwのr独立性と序数性の条件」も論争の対象となってきた。臼①
Amwは，この条件を棄てることは，個人間の効用比較というRobbinsによ
って批判された価値判断を導入する結果になってLまうと反駁する。しかし，
この条件のために，個人の選好の強度に対してなんらの考慮も払われないし，
多数決のルールにおげるように，少数老の選好はまったく無視されてしまう。
それゆえ，このような不合理を改めるためには，価値判断の導入もいたしかた
ないとする立場も，十分に支持しうるのである。選好の強度を反映することが
でき，少数者の選好をも考慮することのできるように条件を変更して求められ
た決定ルールが，より高い杜会的厚生をもたらすかもしれないからであ乱プ
ルラリティ法や点数投票制蔚功は，こうした決定ルールとして提案されており，
「独立性と序数性の条件」を破りはするが，すべてのケースについて一意的な
杜会的順序の決定を可能にする。㈲
　4．3虹mwの7レームワークを越えて
　Arrowのフレームワークに従って会計の杜会的選択論を展開することは，
代替的方法について個々の情報利用老が決定した選好順序のみに基づいて，杜
会におげる順序を決定しようと試みることに等しい。そこでは，杜会的にr最
善のもの」からr最悪のもの」に至る代替的方法の順序が，一意的に定められ
ることが要求されている。
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　しかしながら，会計における社会的選択論で求めているものは，Arrowが
その可能性を間うたような一意的な杜会の順序付げなのであろうか。Demski
の問題提起は，r財務報告システムの最適な集合の意味することがらの問題は，
個人の選好と意見をArrowの条件に整合的た方法で吸収することからアプロ
ーチすることはできない」㈲という点であった。また，Demskiの悲観論に対
して楽観論を展開するCushingにおいても，最適な会計原則を見い出すこと
を，会計政策の課題としてきた。㈱すなわち，代替的方法の一意的な杜会の順
序は，彼らが探求している以上のことがらたのである。その意味で，会計にお
ける杜会的選択にArrowのフレームワークを適用することには，疑問が生じ
る。
　選択対象の中から，個人の選好順序を基礎として杜会的に最も望ましいもの
を決定するアプローチは，r杜会的選択関数」を求めることであり，Neumam
およびMorgeustem㈲（以下N－Mと略記する）によってその可測性が証明
された基数的効用概念を用いる。そこでの手続きは，各個人が選択対象に付与
したN－M効用値を，ある共通の尺度に変換することによりその合計を計算す
る。最大の効用値を得たものが，杜会的に最適なものとして選択される。唯一
の最適な選択対象を決定することが必要な限りにおいて，共通尺度へのN－M
効用関数の変換の可能なことが証明されている。㈱
　杜会的選択に関するここまでの議論は，利用者が代替的方法に対して決定し
た選好順序を基礎にLてきた。Lかし，会計における杜会的選択にとって，こ
のアプローチが唯一絶対のものなのであろうか。本論文を終る前に，この疑間
について考察する必要があろう。
　会計政策において最も基本的なことがらは，財務報告システムが，数多くの
同質的ではない利用者に清報を提供し，利害の異なる利用者は，使用される方
法により異なる影響を受げることを，明示的に考慮することであろ㌔杜会レ
ベルでの代替的方法の選択は，その結果，社会的厚生を最犬にするという目的
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の達成に向けられることになる。㈲そこで，次の問題は，情報利用老の多様な
異なる利害を統合することにより，代替的方法のもたらす杜会的効用を測定す
ることが可能であろうか，という点である。
　Senば，杜会的選択問題の過度の一般化を批判して，問題をいくつかのカテ
ゴリーに分類することにより，各カテゴリーについて適切な構造を探求すべき
であると主張する。㈱分類基準として，Senは（1）個人の利害の統合カ㍉個人の
判断の統合か，および（2）目的は意思決定のためか，厚生判断のためか，の区分
を提示している。この2元的分類から，これまで画一的に扱われる傾向のあっ
た杜会的選択問題は，以下の4つのタイプに類型化される。
　（1）個人の利害を統合して，杜会的決定に到達する。
　（2）個人の利害を統合して，杜会的厚生判断に到達する。
　（3）個人の厚生判断を統合して，杜会的決定に到達する。
　（4〕個人の厚生判断を統合して，杜会的厚生判断に到逢する。
　Senは，4つのタイプに対するArrOwの定理の与えるインパクトを評価し
て，（1）および（2）に関する限り，不可能性定理により妨げられることはない，と
結論づげている。（2）のタイプに属する間題を記述すれぱ，r多数の人々の相異
なる利害が存在するとき，杜会的功益の立場から，代替案はどのように順序付
けられるべきであろうか。」となろう。これは，まさに会計政策の決定に対す
る代替的アプローチにおいて問われるべきタイプの間題であろう。
　会計における政策決定の主体は，会計原貝四の制定機関である。もしも上述の
アプローチが採用されるならば，制定機関は，利用者の利害を統合して，各代
替的方法のもたらす杜会的便益と費用を測定するという困難な仕事に対処しな
ければたらない。劇いかなる政策決定にも価値判断の導入は避けられないと考
えるならば，制定機関に期待されるべきことは，Harsanyiら酬の指摘する，
個人の選好に対するr非個人性（impersOna1ity）」の特徴をもつ倫理的判断で
あろう。
　34
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5．結　　　び
会計システムヘの基本的な理論的アプローチとして，（1）古典的モデル，（2）意
思決定有用性，および（3）情報経済学，の3区分による類型化が試みられてい
る。副古典的モデルは，規範的演緯法と帰納法とから構成され，意思決定有用
性アプローチは，焦点の違いにより，意思決定モデルと意思決定者に区別され
る。さらに，清報経済学についてば，情報伝達の対象となる個人の数により，
形態学的に，単一利用老と複数利用者とのケースに分類される。この論文は，
代替的な会計の測定および伝達方法の選択間題を，（2）および（3）のアブローチに
基づいて考察した。すなわち，会計システムの目的を，利用老の経済的意思決
定に有用な情報を提供することにあると理解し，選択問題を，個人レベルと杜
会レベルに区分して，その解決方法を探求した。その過程で，情報経済学およ
び厚生経済学における成果が，理論的フレームワークを与えるものとして取り
入れられた。
　個人レベルでの選択について，利用者の判断と嗜好とを明示的に取り入れた
理論モデノレが考察され，適用上の問題点が指摘された。適用の前提条件が整わ
ない場合には，プラクティカルな解決策として，複数基準に・よる意思決定の方
法が利用可能であり，その一例が提示されれ
　杜会レベルでの選択においては，各代替的方法が異質的な利用者に与える効
果，さらに杜会的厚生を明示的に考慮すべきことが指摘された。Arrowの不
可能性定理に依拠した悲観論において看過されていることがらについて検討さ
れ，会計システムの選択に適合した会計政策のフレームワークが模索された。
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